


























































3 奥林・上林・平野（2010）は、労働政策研究・研修機構編「第 7回 海外派遣勤務者の職業と生活に
関する調査結果」（2008）を引用して、海外派遣者の約 6割は全社的管理に就いているトップ・マネジ
メントだとし、部長・課長クラスを加えたマネジメント層は約9割に達するとしている。
4 外務省（2018）における「日本人海外派遣者数」とは、統計データにある「長期滞在者」のうち「民
間企業関係者」の「本人」のことである。日本人海外派遣者数は、2005年の21.7万人から2017年の
27.3万人に増加しているが、伸び率は2009年～2012年の平均 4.3%に対し、2013年～2017年では平
均1.0％に低下した。（『海外在留邦人数調査統計』平成18年版～30年版のデータにより筆者計算）
5 経営資源のひとつである「ヒト」について一般的には「人材」と表記するが、「人財」と表記する場
合もある。本稿では、固有名詞および引用以外では一般的な「人材」と表記する。
調性、新しい価値を創造する能力、次世代までも視野に入れた社会貢献の意識などを持っ
た人間」（産官学によるグローバル人財育成推進会議 2011,7頁）と定義している。経団
連（2011）もその定義の中で異文化の中での意思疎通や外国語によるコミュニケーショ
ン、チャレンジ精神の重要性を説いている。
市村（2018）は、文部科学省、内閣官房、日本経済団体連合会、経済産業省によるグ
ローバル人材に関する提言を整理した上で、「これらはグローバル人材に求められる要件
の概念の提示」（市村 2018,1 2頁）で、必要な能力や要件が具体的にはわからないと
批判している。市村（2018）が指摘するように、これらはグローバルリーダーが「なん
でもできるスーパーマン」としての姿が示されているに過ぎない。
３ コンピテンシー
求められる人材像を詳細に示す方法としてコンピテンシーがある。コンピテンシーとは
Spencer&Spencer（1993）の定義に従えば「ある職務または状況に対し、基準に照らし
て効果的、あるいは卓越した業績を生む原因としてかかわっている個人の根源的特性」で
あり、「コンピテンシーはある種の行動や結果の原因となり、予見し得る」（訳文：梅津・
成田・横山 2001,11頁）。
したがって、コンピテンシーが卓越した業績を生み出すという結果を予見できるとすれ
ば、それらはグローバルリーダーの育成において達成すべき目標となる。本研究では、グ
ローバルリーダーが具備すべきコンピテンシーを抽出することが必要であり、果たすべき
職責や直面する状況に関連付けて具体的に示すことが重要であると考える。
４ グローバルリーダーの育成
Oddouetal.（2001）は、日本企業の人材育成の特徴として、欧州や米国企業に比べ長
期の海外派遣や頻繁な海外出張による現場主義的な経験の蓄積の傾向が強いと述べている。
永井（2012）は、Oddouetal.（2001）を起点として、その後の10年の変化を、現場主
義的な育成方法を踏襲しながらも、戦略的なグローバル人材育成が進んでいると述べてい
る。
これらのことから、企業では現場主義的な育成を発展させ、OJTとOf JTの両方を
活用した育成に取り組んでいるが、それらをつなぎ、全体像として人材育成の道すじを示
すことを試みた研究は筆者が知る限り少ない。
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５ グローバルリーダーが直面する課題
Reicheetal.（2013）は、リーダーシップにおけるグローバル性 ・globality・について
の概念的フレームワークとして、「複雑性」、「流動性」、「存在」を示した6。グローバルリー
ダーはこれら3軸で構成される課題への対処が必要であるとしている。
白木（2011）は、グローバルリーダーの職位が、海外派遣に伴い派遣前に比べて1.9
ランク上昇し、それに伴い職域、職責も広く、重くなっていると述べている。その上で、
中国とASEANにおいて日本人上司に対する評価が現地人上司に対する評価よりことご
とく低いという事実を示している7
このように、グローバルリーダーは、言語、文化、宗教を超えた対人関係への対処に直
面し、職位の上昇という状況の中で職務遂行に十分な成果を出せていないと言える。
Ⅲ 問題提起
１ キャリアを通じた人材像の明確化
先行研究における「グローバルリーダーに求められる人材像」の問題は以下の通りであ
る。
第一に、求められる人材像の定義が概念的な提示に止まっている。
第二に、求められる人材像とビジネス現場における課題との関連性が明確に示されてい
ない8。
第三に、求められる人材像が、海外で上昇する職位に対応した形で示されていない。
したがって、ビジネス現場における課題に対応するために必要なコンピテンシーを、具
体的な言葉で明確にし、若手、ミドル、トップといったキャリア上の各ステージで求めら
れる人材像をつなげたロードマップを描くことが必要である。
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6 「複雑性」とは、多様性や相互依存性、曖昧さや不断の変動への対処が必要であることを意味する。
「流動性」とは、文化、言語、宗教などの様々な境界を越えて、広範囲で多様な情報交換が必要であるこ
とを意味する。「存在」とは、地理的、文化的に離れた国境を越え、物理的に移動してその場に存在する
必要性を意味する。
7 白木（2011）は、中国・ASEANにおける現地人社員による日本人上司と現地人上司に対する評価に
関する62項目のアンケート調査を通じて、中国におけるトップ・マネジメント、ASEANにおけるミド
ルおよびトップ・マネジメントにおいて、日本人上司に対する評価が現地人上司に対する評価よりこと
ごとく低い結果であるという事実を示した。
8 例えば、「コミュニケーション能力」はなぜ必要か、どのような場面で必要かを示す必要がある。
２ 求められるコンピテンシーと育成の連動
Oddouetal.（2001）が指摘する日本企業での現場主義的な経験の蓄積、つまりOJT
主体の育成は次のような理由で限界がある。
第一に、グローバル連携時代に新興国などにおいて幅広い顧客のニーズと向き合うには、
「今までは製造部長やセールス部長をそこの会社に置いておけばよかったのが、経営者が
求められる」（労働政策研究・研修機構2014,3頁）ことになり、専門性を超えた幅広い
スキルが最終的には必要である。
第二に、海外での職位の上昇に対して事前に備えるということができない。白木（2011）
が指摘する日本人上司の低評価につながるリスクがある。
第三に、OJTは指導する人のスキルや経験によって学ぶ内容が変わり、また日本人派
遣者数比率が減り続けていることから海外派遣者は多くの業務を抱え、スキル習得のため
のOJTが疎かになる可能性がある。
したがって、グローバルリーダーの育成は、求められるコンピテンシーの習得を育成目
標として、OJTとOf JTを関連付けて計画的かつ効果的に行うことが必要である。
３ リサーチクエスチョン
以上の課題認識を統合する形で、3つのリサーチクエスチョンを設定する。
これらのリサーチクエスチョンに答えるために、11名の海外赴任経験者および人事
部門においてクローバル人材を育成した経験者に、次章にてインタビュー調査を行っ
た。
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RQ1： グローバルリーダーの職務は「なぜ難しいのか？」
グローバルリーダー特有の課題とはなにか
RQ2： グローバルリーダーには「なにが必要なのか？」
活躍するために必要なコンピテンシーはなにか
RQ3： グローバルリーダーを「どのように育てるのか？」
効果的な育成の道すじや育成プログラムはなにか
Ⅳ 調査
１ 調査方法
（1）調査対象者
企業の海外拠点に組織責任者など経営職として赴任した経験者、および人事部門にお
いてグローバル人材を育成した経験者を調査対象者とした（表1）。調査対象者は男性
8名、女性3名である。匿名性を維持するために表1には個別に記載しないが、年齢層
は40代が3名、50代が4名、60代が4名である。現在の職位は、本社役員2名、会
社代表2名、海外子会社社長1名、部長職2名、課長職3名、一般社員1名である。
経験当時の所属企業の規模は11名いずれも従業員数1000人以上の大企業であり、各業
界の大手企業である。異動や転職に伴い異なった業種を経験している場合には表中に併記
した。
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表1：筆者作成
表１ 調査対象者のプロフィール
（2）調査方法
調査対象者にはインタビューの主旨について事前に伝え、半構造化インタビューを直接
対面により実施した。質問項目は3つのリサーチクエスチョンに対応して作成し、調査
対象者にはそれぞれの海外赴任やグローバルリーダー育成経験について自由に話してもら
い、インタビュー全体を通じて必要項目をカバーした。インタビューは調査対象者の了解
を得て録音し、後日インタビュー記録を作成した。
２ 分析結果
11名のインタビューを通じて、調査対象者が語る生々しい文脈の中に数多くの示唆を
得ることができた。筆者は、インタビュー記録をもとに、調査対象者から得たキーワード
とその意味するところを抜き出し、項目別に整理を行った。以下、項目ごとに調査対象者
の回答を引用しながら重要な要素を分析していく。
（1）必要な資質
「必要な資質はなにか？」というダイレクトな質問に対して、調査対象者全員が「相手
は違うのだと認め、尊重することだ」と回答した。H氏は「相手の国、文化、歴史を尊
重することであり、他己を重んじる資質」、G氏は「現地に根ざす価値観を咀嚼する能力
と努力だ」とする。A氏は「相手の琴線にふれることはなにか、ということを考えられる
こと」とする。そのためには、相手の「現地に根ざす価値観」（G氏）に対する相当深い
理解が必要であり、「他己を重んじる」（H氏）ことにつながる。J氏は「ギブアンドテイ
クの感覚を身につけていること」とする。相手のことを理解するためには、まずこちらが
「ギブ」することが必要で、「こちらから自己開示をしないと相手が心を開いてくれない」
と指摘する。
このように、必要な資質とは、相手の文化や価値観を尊重し理解する深い洞察であり、
自分から進んで自己開示をする態度や「ギブアンドテイクの感覚」であることが示唆される。
（2）コミュニケーション
異文化の中で仕事をする上で、どのようなコミュニケーション能力が必要かについて整
理する。
F氏は、「日本と現地の橋渡し能力が必要」とする。自分が間に入って両拠点の利害を
調整しながらうまくコンタクトを取ることだと述べている。J氏は、この橋渡し能力を持
ち、両拠点をつなぐ人材を「H型人材」と表現し、グローバルリーダーとしての人材開
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発の目標であるとする。A氏は、海外赴任先ではローカル社員に「教えてください」と聞
きに行く行動力もコミュニケーション能力のひとつだとする。H氏は「部下の本音にた
どりつくにはとにかく聴くこと」だとし、E氏は、地域、国、事業によって伝え方を変え
ることが重要だと述べている。D氏は、語学力はコミュニケーションを支える手段とし
て重要であるとしている。
以上のことから、コミュニケーションとは異なる文化や専門性、または国や機能をもつ
経営主体や人を「つなぐ」ことであり、それら関係者との「関係作り」を行うための主体
的な姿勢である。J氏が述べている「H型人材」はこれらの内容を端的に表現したコンセ
プトとして注目したい。
（3）リーダーシップ
H氏は、現地で影響力を発揮するためには、「その国に奉仕するという気持ちを持てな
いとだめです。」と述べる。D氏は、「ギリシャ赴任時は、代理店には本社から来たスパ
イだと思われていました。いっしょに時間を過ごして理解しあい、ようやく本音で語り合
えるようになったのです。」と述べている。さらにI氏は、「私が現地で信頼されるきっか
けになったのは、日本の事業部門のトップに対して要望を直言したことです。これをきっ
かけにローカル社員は私の存在価値を認めてくれたように感じています。」と述べている。
筆者も、アメリカ赴任時にD氏と同様の経験をしている。グローバルリーダーにとっ
てはまず自分自身が名実ともに現地の一員となるコミットメントを見せ、そこから信頼関
係を構築してはじめて影響力を行使できるリーダーになるのである。
（4）マネジメント
G氏は、海外赴任により職位が上がることに関して「職位が上がるということは経営
をするということですから、決算検討会などの場において実態につっこめる実力がなけれ
ばローカル社員がマネージャーとして認めてくれない」と指摘し、赴任前に小さな組織で
もいいからマネジメントを経験しておくことが重要だとする。A氏は、「自己完結する経
営として、自部門のB/SとP/Lを書けないといけないのです。」と述べ、赴任前に日本で
の何らかのマネジメント経験が重要だと主張する。
以上から、グローバルリーダーは職位の上昇に伴い経営にあたる実力が求められ 9、こ
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9 他にも、F氏は、海外赴任者比率の減少に関連して、「以前は海外で悩んだ時には相談する先輩がいた
が、今は一人で対処する必要がある。それだけに赴任前の経験が重要だ。」と述べている。また、E氏は
シンガポールでは日本型のマネジメントを持ち込んで失敗したが、インドでは文化に合わせてトップダ
ウン型のマネジメントスタイルで成功した、と自身の経験を述べた。
のためには赴任前のマネジメント経験が重要である。さらに、赴任国の文化に合わせたマ
ネジメントスタイルへの柔軟な対応が求められるということである。
（5）経営理念
G氏は、「日本で語られている経営理念をそのまま現地に導入するのは問題だと思いま
す。（中略）文化や価値観の異なるところで金科玉条のように扱うのは危険なのです。」と
述べている。B氏は、「海外に行くと、自分より社歴の短い現地人トップに経営理念を伝
える必要があります。そのときに、内容を解きほぐして伝える力が必要になってくるので
す。」として、グローバルリーダー自身が経営理念の本質を深く理解している必要性を指
摘する。C氏は、海外で仕事をする上では経営理念は欠かせないとして、海外事業の歴史
や発展段階に合わせた伝え方や実践の方法を取ることが重要であると述べている。また、
J氏は、M&Aを進める上で、両社の経営理念に相互に「共感」することが重要だとする。
このように、「経営理念」はグローバルリーダーにとって不可欠なものであるが、赴任
国の状況に合わせて自分の言葉で語ることや、伝える力が重要であると言える。
（6）グローバル人事制度
ここでは、現場視点から人事制度の課題やあるべき姿をインタビューから取り上げる。
A氏は、「関係作り」を行うコミュニケーション能力が重要であるとした上で、「弊社の
タレントマネジメントシステムでは、非日本人との『コミュニケーション能力の評価』が
欠けているのです。」として、現場で通用する能力評価の必要性を指摘している。
G氏は、グローバルリーダー育成の全体的な仕組みを示唆している。「赴任者は、帰任
後も現地での経験をもって課長になる。同じ人が平面で行き来しているだけではだめです
ね。行って帰って職位があがる、言ってみれば螺旋のように職位も上がり後の人も続いて
いく、という姿にならないかなと思います。」
（7）グローバルリーダー育成
調査対象者からは、自身の経験を踏まえ、若手・ミドル・トップの育成に対してそれぞ
れの取り組み方に対する意見が述べられた。
まず、若手の育成では、「とにかく海外赴任を経験させる」ことを第一義とする意見が
多く見られた10。グローバルリーダーとしてのキャリアの起点において自分の課題を自覚
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10 例えば、A氏は、若手はまず現場経験し、お客様との相互作用の中で自分に足りないモノを自覚する
ことから始めなければならないと述べている。G氏も、若手技術者をベテラン現地社員とペアを組ませ、
顧客訪問などの経験を通じて万能選手として鍛えたと述べている。J氏は、若手の海外派遣では「異文化
し、現地の顧客らとの相互作用の中で学ぶことにより、異文化への対応力が鍛えられる。
次に、ミドルの育成では、経営課題に現地でスタッフとともに取り組む実践型の育成が
主張されている11。また、赴任前にプロジェクトや小さい組織のマネジメントを経験する
ことが重要であることも示唆されており12、その実践にはOf JTの活用も考えられる13。
最後に、トップの育成は他流試合の中で鍛えることが重要だとする意見 14があった。
トップは、現地での会社の顔として全ての対外事案に対処しなければならないからであ
る。
（8）組織・風土
F氏は、グローバルリーダーの育成にはそれを育む組織が必要と考えており、自組織
を、派遣者を輩出し帰任者もそこで活躍できる組織にしたいと述べている。D氏も、「海
外専門組織でスペシャリストを育てた時代には、背中を追いかける先輩がいた。」と、
そうした組織の重要性を述べている。ここでは、グローバルリーダーを育て、そこから
赴任し、またそこに帰任する受け皿になる安定した組織が必要であることが示唆されて
いる。
３ 考察
以上の分析結果から、リサーチクエスチョンについて考察していく。
（1）RQ1:グローバルリーダー特有の課題
グローバルリーダーの職務は、一般的なリーダーと比べてなぜ難しいのであろうか？こ
こでは、先行研究で示したReicheetal.（2013）のフレームワークである「複雑性」、「流
動性」「存在」に倣い論じる。
第一に、「複雑性」である。調査対象者の「複雑性」に関する主張は、①赴任先の競争
環境や企業のライフサイクルおよび本社との関係等によって規定される多様性や変動への
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を知ること」「つなぐこと」が重要であると述べている。H氏は、若手は「異文化と衝突したときに解
決策や胆力を学ぶ」と述べている。
11 B氏は、自社（外資系）の取り組みとしてプロジェクトマネジメントを挙げる。プロジェクトを興し
マネジメントをするプロセスを通じて、若手がマネージャーとして成長していく姿を述べている。
12 F氏は、ミドルの育成は海外赴任前が重要だとして、日本においてプロジェクトを中堅社員に任せて
いると述べている。
13 H氏は、ローカル社員が実学はMBAに行って学んでくるため、日本人の海外派遣者にも相応の教育
が必要だと述べている。
14 A氏は、幹部を育てるためには他流試合を経験させないと多様なビジネスの見識を養うのは難しいと
主張する。
対応、②職位が上がることによって直面するマネジメントへの対応、である。
第二に、「流動性」である。調査対象者の「流動性」に関する主張は、①文化、言語、
価値観の異なる相手と、英語などのビジネス共通語を駆使して「関係作り」を行う必要性、
②日本本社と海外子会社といった二つの「専門性をもったコミュニティ」を「つなぐ」橋
渡しをする必要性、である。
第三に、「存在」である。調査対象者の「存在」に関する主張は、①物理的にも精神的
にも現地に「存在」するための、現地に溶け込む行動の必要性、②困難な状況にあっても
現地に「存在」し続けるためのネットワーク構築力や胆力の必要性である。
（2）RQ2:グローバルリーダーに必要なコンピテンシー
グローバルリーダーに必要なコンピテンシーを、調査対象者から得た言葉から抽出して
いく。まず、市村（2018）によるグローバル人材要件を参考に、コンピテンシー項目を
整理した。それらの項目とは、国内リーダーと共通の資質である「汎用的基礎力」の上に
積み上げられた「教養・専門分野の知識」である。それに加えて、グローバルリーダー特
有の資質である「異文化対応力」の上に積み上げられた「異文化コミュニケーション力」
である。語学力はスキル・能力を発現するための手段である。
筆者は、こうした分析を踏まえ、グローバルリーダーのコンピテンシー構造を図式化し
た（図1）。コンピテンシーの図式化は、これまで平面的で並列的であったコンピテンシー
に関係性を与え、「グローバルリーダー育成の道すじ」を示す上で有効である。
次に、グローバルリーダーに必要なコンピテンシーを具体的な言葉で示す（表2）。
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図1：筆者作成
図１ グローバルリーダーのコンピテンシー構造
（3）RQ3:グローバルリーダーをいかに育てるべきか
ここでは、若手・ミドル・トップの各段階において、そのモデルを示したい。
まず、若手層の育成である。ここでの目標は基礎力の習得である。海外赴任を念頭に、
業務遂行能力だけではなく、文化の異なる相手との関係作りができるようになるための重
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表2：筆者作成
表２ グローバルリーダーに必要なコンピテンシー
要な訓練である。そして、初の海外赴任ではそれらを実践して「自分に足りないモノを自
覚する」（A氏）のである。
次に、ミドル・マネジメント層の育成である。ここでの目標は、文化や価値観の違う環
境下で人と組織をマネジメントする実力を身につけることである。ミドルでは、職位の上
昇に対応するスキルの獲得を、国内マネージャーに比べ早期に行わなければならない15。
最後に、トップ・マネジメント層の育成である。ここでの目標は、会社の状況にあった
柔軟な経営能力、ローカル人材の後継者育成、社外とのネットワーク構築力である。これ
らの経験を積み、知見を深めていく機会を、ミドル・マネジメントの時から求めていくこ
とが重要であろう。
（4）グローバルリーダー育成体系
以上の分析を踏まえ、グローバルリーダー育成を具体的な「道すじ」として示す。
図2は、先に挙げたグローバルリーダーに必要なコンピテンシー（表2）の獲得をめざ
し、若手層、ミドル・マネジメント層、トップ・マネジメント層におけるそれぞれの育成
目標である。先に示した「コンピテンシー構造」（図1）に則り、若手層は主に「資質」、
ミドルおよびトップは主に「スキル・知識」の習得をめざし、国内と海外における育成目
標を示している。
図3は、図2に挙げた育成目標に対応する形でのOJTとOf JTの育成プログラムモ
デルである。若手層では、国内で専門知識を習得した後、海外で異文化の相手と関係作り
を行いながら現地の歴史や文化の理解を深める。ミドルでは、国内で小組織のマネジメン
トを経て、海外で「Ｈ型人材」として違った組織や文化を「つなぐ」橋渡し役をする。トッ
プでは、国内で経営課題の本質に切り込み全体を率いる経営手法を身につけて海外で実践
する。「グローバルリーダー育成の道すじ」を、図2と図3を対比させながら見ていただ
きたい。
（5）グローバルリーダーを育む組織
グローバルリーダー育成の長期的な展望を考えるとき、日本と海外を行ったり来たりし
ながら経験を積み、職位の上昇を経験して成長していく姿が見えてくる。そのためには、
海外からの帰任者がその経験を活かせる組織が「グローバルリーダーを育む組織」と言え
るのではないだろうか。育成環境を作り、人材をプールし、若手・ミドル・トップ各層の
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15 この点において、外資系企業のK氏は、職場では若手の頃からプロジェクトを推進することが強く奨
励されており、リーダー育成が組織風土となっていると述べており、この取り組みは注目に値する。
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図2：筆者作成
図２ グローバルリーダーの育成目標モデル
図3：筆者作成
図３ グローバルリーダーの育成プログラムモデル
人材が行ったり来たりを繰り返す育成の道すじを確保するためには、人材育成にコミット
する組織が安定的に存在することが必要である。
Ⅴ 結論
１ グローバルリーダー育成の道すじ
本研究のまとめとして、「グローバルリーダー育成の道すじ」を総括的に述べる。
グローバルリーダーは文化や価値観の違う相手と共に目標達成に向かう。違いを尊重し、
日本と現地を「つなぐ」橋渡し役を担っていかなければならない。その育成は、若手・ミ
ドル・トップの各階層で着実に経験を積んで成長していく姿として、調査対象者の回答か
ら浮かび上がってきた。コンピテンシーを階層別に「動的」に捉え、育成目標と育成プロ
グラムをリンクさせて計画的に実施するのが「グローバルリーダー育成の道すじ」である。
さらに、この「道すじ」は、単に一人のリーダーのための「道すじ」ではない。若手が
あたかも登山道入り口からどんどん駆け上がっていくような、人材のパイプラインを形成
するための「道すじ」である。日本と海外での勤務を繰り返し、その経験を生かして職位
を挙げて活躍していく。あるいは、プール人材が実力を蓄えながら出番を伺っている。こ
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図4：筆者作成
図４ グローバルリーダーの育成モデル
のような組織においては、日本と現地をつなぐ「H型人材」が活躍し、グローバル事業
の生成発展を実現していくであろう。このことをわかりやすく概念的に示したのが「グロー
バルリーダーの育成モデル」である（図4）。
２ 本研究の限界と今後の課題
調査対象者の属性の偏りから、本研究の限界は以下の3点である。①海外進出が著し
いサービス業における育成ニーズの反映、②直近における若手の意見や育成ニーズの反映、
③新興国における育成ニーズの反映がそれぞれ不十分である可能性がある。また、社内異
動や転職によってこの道すじに途中参加するケースを示すことができていないことも付け
加えておく。
さらに、今後の課題として「OJTとOf JTの効果的な組み合わせ 16」を示すことを挙
げておきたい。また、Of JTでは企業研修で効果が高いと考えられるPPBL（Problem
orProjectBasedLearning）の活用についても検証を経て具体的な運用を示すことが課
題である。
３ おわりに
日本企業は今後も成長力を確保するために世界各地でビジネス・チャンスと向き合う。
とくに新興国では、人材をはじめとする現地のリソースを最大限に活用しながらのビジネ
ス展開となる。その現場では、グローバルリーダーがビジネスパートナーや現地の社員と
関係を深めながら、それぞれの国や地域に貢献する事業を展開していくであろう。そこで
活躍するために、海外赴任する本人が、育成する上司が、サポートする人事が具体的な言
葉で育成を語り、着実に実行していく人材マネジメントの姿をめざしたい。
※本研究において、常に学術的および実践的観点からご指導いただき、毎週の課題研究で
執筆を支えてくださった大内章子教授、副査の労をお執りいただき論文の完成に向けて
ご指導いただいた佐藤善信教授、また業務多忙のところインタビューを快く引き受けて
くださった調査対象者の方々に心から感謝を申し上げる。
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16 OJTでは、Of JTとの連携においてSatoandParry（2015）が示すように、「経験学習サイクル」
を通じて経験を分析し一般化することが必要であると考えられる。この「経験学習サイクル」を活用し
て「グローバルリーダーの育成モデル」で示す「らせん状の育成」を達成していくメカニズムを示すこ
とが課題である。
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